






A Practical Consideration on the Organizational Models
with Vibration Theory







In this paper, we examine the practical ability of three organizational models (flow model, stock model,
resonance model) already reported. First, we discuss on the consistency of the unit system, next, as a
comparison with Ratio Analysis Method which is widely used for the finance data, we re-define each index
of Ratio Analysis Method by complex number and real number of flow and stock. Furthermore, we re-
describe the each segment of Product Portfolio Management (PPM) with the parameter of resonance model.
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ωｔ ＋ j Ｘ sinωｔ ＝ Ｘｅ jωｔと定式化し、投資回収の速度を下式とした。
　その上で、資源管理・財務・研究開発・生産・販売といった価値連鎖を、基本運動から派生した運動
として捉え、基本運動のフローＸｅjωｔ の時間に関する導関数群として、以下のような定式化を行った。
組織速度ω＝（ 研究開発費 ／ 売上高 ）１／２ （２－１）
営業利益のフロー（基本運動）　　　　　　　　　　　　Ｘｅ jωｔ （２－４）
　　（研究開発）
特別利益のフロー　　　　X（ ｔ ）＝（ j ω）２ Ｘｅ jωｔ  ＝ ω２ Ｘｅ j（ωｔ＋π） （２－２）
　　（資源管理）
営業外利益のフロー　　　X（ ｔ ）＝　jωＸｅ jωｔ　　＝ ωＸｅ j（ωｔ＋π／２） （２－３）
　　（財務活動）
売上高総利益のフロー　∫X（ ｔ ）ｄｔ ＝　      Ｘｅ jωｔ  ＝      Ｘｅ j（ωｔ－π／２） （２－５）
　　（生産活動）
































































　資産 Fｋ　＝　ｋ X（ ｔ ）　　   ＝　ｋ Ｘｅ jωｔ （２－７）
　資本 Fｍ　＝　ｍ  　　X（ ｔ ）　＝　ｍ（－ω２Ｘｅ jωｔ ） （２－８）
　負債 Fｄ　＝　ｄ ∫ X（ ｔ ）ｄｔ ＝　ｄ　　Ｘｅ jωｔ　               （２－１０）
図2-3　ストックファミリーのベクトル表示
資産力 Fk ＝ｋＸｅjωｔ
資本力 Fm ＝－mω 2Ｘｅjωｔ
余剰金力 Fc  ＝ c   jωＸｅjωｔ
1
j ω
















































資本増減 ＋ （－運用収益＋利益拠出）　＋ 　 投資     ＝　  利益 （２－１１）


































［ｍ］ｘ１ ［Ｋg］ｘ２ ［ｓ］ｘ３ ［Ａ］ｘ４ ［Ｋ］ｘ５ ［ｃｄ ］ｘ６ ［ｍｏｌ］ｘ７ （３－１）
［ｍ］１ ［Ｋg］０ ［ｓ］－１ （３－２）
［ｍ］１ ［Ｋg］０ ［ｓ］－２ （３－３）















［ｍ］０ ［Ｋg］１ ［ｓ］－２ （３－５）
［ca］ｘ１ ［man］ｘ２ ［dy］ｘ３ （３－６）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－１ （３－７）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－２ （３－８）
量 量の記号 単位の名称 単位の記号 関係式            次元式
長さ ｘ ﾒｰﾄﾙ ｍ 基本単位 ［ｍ］１［Ｋg］０［s］０
質量 ｍ ｷﾛｸﾞﾗﾑ Ｋg 基本単位 ［ｍ］０［Ｋg］１［s］０
時間 ｔ 秒 s 基本単位 ［ｍ］０［Ｋg］０［s］１
速度 ｖ（ｘ） － － ｖ＝ｘ／ｔ ［ｍ］１［Ｋg］０［s］－１
加速度 ａ（ｘ） － － ａ＝ｖ／ｔ ［ｍ］１［Ｋg］０［s］－２
Ｆ＝ｃｘ
力 Ｆ ﾆｭｰﾄﾝ Ｎ Ｆ＝ｍｘ ［ｍ］１［Ｋg］１［s］－２
Ｆ＝ｋｘ
周波数 ω ﾍﾙﾂ Ｈｚ ω＝√（ｋ／ｍ） ［ｍ］０［Ｋg］０［s］－１
ばね係数 ｋ － － ｋ＝Ｆ／ｘ ［ｍ］０［Ｋg］１［s］－２
減衰係数 ｃ － － ｃ＝Ｆ／ｘ ［ｍ］０［Ｋg］１［s］－１
















微分のフロー ｄ／ｄｔ（Ｘｅ jωｔ）＝ωＸｅ j（ωｔ＋π／２） であり、周期と位相の成分であるｅj （ωｔ＋π／２）を除
くと、フローの次元は（３－１０）式に対して［時間dy］－１が乗ぜられる。
　資本活動に対応する特別利益のフローは、財務活動のフローよりさらに進み位相となり、２階微分
となるので、ｄ２／ｄｔ2 （Ｘｅ jωｔ）＝ω２ Ｘｅ j（ωｔ＋π）であり、周期と位相の成分であるｅj （ωｔ＋π）を除くと、
フローの次元は（３－１０）式に対して［時間dy］－２が乗ぜられる。
　売上高総利益のフローは、生産準備、一般管理費を含み、投資から遅れて派生するフローであるの










［ca］１ ［man］１ ［dy］－２ （３－９）
［ca］１ ［man］０ ［dy］０ （３－１０）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－１ （３－１１）
［ca］１ ［man］０ ［dy］－２ （３－１２）
［ca］１ ［man］０ ［dy］１ （３－１３）
































　資本 Fｍは、 比例定数ｍと特別利益のフローX（ ｔ ）の積として記述される。 特別利益のフローは、









資産 F ｋ　≡　ｋ X（ ｔ ）　＝　ｋＸｅ jωｔ （３－１８）
［ca］１ ［man］１ ［dy］－２　　＝　［ca］x１＋１ ［man］x２＋０ ［dy］x３＋０ （３－１９）















　剰余金 F ｃは、 資産や資本と同様に力の次元［ca］１［man］１［dy］－２ であり、営業外収益のフロー
X（ ｔ ）　は［ca］１［man］０［dy］－１であるので、比例定数ｃの次元式は下式となる。
　負債Fｄは、主に売上高総利益の領域で発生するので、比例定数ｄと売上高総利益のフロー∫ X（ ｔ ）ｄｔ
の積で記述可能である。







　売上高のフロー∫（∫Ｘｅ jωｔ ｄｔ）ｄｔ の次元式は ［ca］１［man］０［dy］２であり、営業利益のフロー




［ca］０ ［man］１ ［dy］０ （３－２２）
剰余金 F ｃ　＝　ｃX（ ｔ ）　＝　ｃ jωＸｅ jωｔ （３－２３）
［ca］０ ［man］１ ［dy］－１ （３－２４）
負債Fｄ　＝　ｄ∫X（ ｔ ） ｄｔ  　＝　ｄ（1／ jω）Ｘｅ jωｔ （３－２５）











































量 量の記号 単位の 関係式           基本単位
記号          による表現
金 x ca 基本単位 ［ca］１［man］０［dy］０
人 ｍ man 基本単位 ［ca］０［man］１［dy］０
時間 ｔ dy 基本単位 ［ca］０［man］０［dy］１
組織速度 ω － ω＝√（ｋ／ｍ） ［ca］０［man］０［dy］－１
特別利益 X（ ｔ ） ω２Ｘｅ j（ωｔ＋π） ［ca］１［man］０［dy］－２
 　変位 営業外利益 X（ ｔ ） ωＸｅ j（ωｔ＋π /２） ［ca］１［man］０［dy］－１
   フロー 営業利益 X（ ｔ ） － Ｘｅ jωｔ ［ca］１［man］０［dy］０
売上高総利益 ∫X（ ｔ ）ｄｔ （１／ω）Ｘｅ j（ωｔ－π／２） ［ca］１［man］０［dy］１
売上高 ∫（∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ （１／ω２）Ｘｅ j（ωｔ－π） ［ca］１［man］０［dy］２
　    力




Fc＝ｃ X（ ｔ ）
［ca］１［man］１［dy］－２
資産力 Fk Fk＝ｋ X（ ｔ ）
負債力  Fｄ Fｄ＝ｄ∫X（ ｔ ）ｄｔ
利益拠出 ｃ － ｃ＝ F／X（ ｔ ） ［ca］０［man］１［dy］－１
将来便益 ｋ － ｋ＝ F／X（ ｔ ） ［ca］０［man］１［dy］－２
負債係数 ｄ － ｄ＝ F／∫X（ ｔ ）ｄｔ ［ca］０［man］１［dy］－３

















































　（i） 総合力の指標である（１）ＲＯＡは、経常利益／総資産で定義される。経常利益は営業利益X（ ｔ ）と






ｄ／ｄｔ（X（ ｔ ））とし、自己資本はFｍ＝ｍ・ｄ２／ｄｔ２（X（ ｔ ））であるので、ＲＯＥと振幅比率は次式で











 r , g j)
ＲＯＡ ＝　　　　　　＝　　　　  　　　　＝　





X（ ｔ ）＋　  X（ ｔ ）
ｋ X（ ｔ ）
（１＋ jω）X（ ｔ ）
ｋ X（ ｔ ）




































ｍ  　  X（ ｔ ）
jωX（ ｔ ）
ｍ（ jω）２ X（ ｔ ）
X（ ｔ ）
ｍ  j ωX（ ｔ ）
１
ｍ  jω













                                 ＝（jω）２ （４－７）






（　  ）２ X（ ｔ ）１jω









（　  ）２X（ ｔ ）
jω
（　  ）２
       X（ ｔ ）
























振幅比率自己資本比率  ＝ （４－１４）







（　  ）２ X（ ｔ ）
ｋ X（ ｔ ）
  ∫ （∫X（ ｔ ）ｄｔ）ｄｔ
ｋ X（ ｔ ）
１
ｋ（ j ω）２













ｍ（ jω）２ X（ ｔ ）
（ｄ　　＋ｍ（ jω）２） X（ ｔ ）
ｍ   　 X（ ｔ ）
ｄ∫X（ ｔ ）ｄｔ ＋ｍ     　X（ ｔ ） １jω
ｍ
ｄ　　　＋ｍ     １









































ｍ（ jω）２ X（ ｔ ）
ｋ
ｍ（ j ω）２






⊿（　　）２ X（ ｔ ）




















売上高のフロー　∫（∫（－ Ｘ sinωｔ）ｄｔ ）ｄｔ  ＝∫（－  　Ｘ cosωｔ）ｄｔ  ＝    　　Ｘ sinωｔ
　 （販売活動）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   





営業利益のフロー （基本運動）　　－ Ｘsinωｔ （４－１８）
　 （研究開発）
営業外利益のフロー　　　（－Ｘ sin ωｔ）＝ －ωＸ cos ωｔ ＝ －ωＸ sin（ωｔ＋π／２）
　 （財務活動） （４－１９）
特別利益のフロー　　　（－Ｘ sinωｔ）＝ ω２ Ｘ sinωｔ ＝ －ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π）
　 （資源管理） （４－２０）

































　資産は、投資によって生じる将来便益と考えられるため、投資回収のフロー ; －Ｘ sinωｔ に、将来
便益率に相当する比例定数ｋを乗じることで、次式で表す。
　資本は、配当金の拠出等から将来費用と考えられ、資産の将来便益に対し反対の性質となるので、
位相が１８０°進んだ資産管理のフロー ; －ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π）を用い、次式で表す。
　剰余金は、法定準備金や積立金であり自己金融的貸付金の性格があることから、財務活動のフロー







資産Ｆｋ　＝　ｋ  X（ ｔ ）　＝　ｋ（－Ｘ sinωｔ） （４－２３）
資本Ｆｍ　＝　ｍ          X（ ｔ ）　＝　ｍ（－ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π）） （４－２４）
剰余金Ｆｃ　＝　ｃ       X（ ｔ ）　＝　ｃ（－ωＸ sin（ωｔ＋π／２）） （４－２５）




　　　X（ｔ ） ＝ －ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π） 資本力 Fｍ＝ ｍ（－ω２ Ｘ sin（ωｔ＋π））
営業外収益
のフロー
　　X（ｔ ）＝ －ωＸ sin（ωｔ＋π／２） 剰余金力 Fｃ＝ｃ（－ωＸ sin（ωｔ＋π／２））
営業利益 資産力
のフロー












































　　　 ＝　　　・　　　　　　　　　　＝　　　・（ １＋ ω cotωｔ ） （４－２７）
経常利益
総資産
X（ ｔ ）＋　 X（ ｔ ）





図4-3　位相ずれ180 時゜の比率 図4-4　位相ずれ90 時゜の比率
ＲＯＥ ＝　　　　　 ＝     　　　　　　  ＝　　　　　　　  　　 　
   　　　　　 ＝　      　　　　　　＝　　　　 ・ cotωｔ
　　　 ＝　－         cotωｔ （４－２８）
－ωＸ cosωｔ












ｍ        X（ ｔ ）
－ωＸ sin（ωｔ＋π／２）




















　　　　　  　　       　　　　　　
売上高当期利益率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　
　　　　　　　　 ＝ ω３・　　　　　＝　－ω３ cotωｔ （４－３０）
売上高営業利益率 ＝　　　　　　＝　　　　　　　　　＝　　　　　　　　



































ｄ  cosωｔ ＋ ｍ ω３ sinωｔ
 ｍ         X（ ｔ ）
ｄ ∫X（ ｔ ）ｄｔ ＋ ｍ 　    X（ ｔ ）
－ｍ ω２Ｘ sin（ωｔ＋π）












































　　　　　　　  ＝　　　　　　　　　　＝ （４－３４）
ｋ  X（ ｔ ）




























































































































































Vol.17 No.１ pp１－ 7  2000
（２）三浦吉孝 “正弦波周期運動を用いた組織内資金フ
ローモデル ～市場と組織の共振に関する研究 第２
報～” 日本経営システム学会誌 Vol.18, No.２ pp.33
－ 40  2002
（３） 三浦吉孝“力の多角形を用いた組織内部ストック
のモデル化 ～市場と組織の共振に関する研究 第３
報～” 日本経営システム学会誌 Vol.19, No.１ pp.25
－ 31  2002
（４） M.L.McGlashan　Physicochemical Quantities and Units





（７） 増淵正美『自動制御』p18－ 22 朝倉書店 1976




pp.136－ 155 ダイヤモンド社 1996
（10）三浦良一『自動制御大要』pp.71－ 72養賢堂 1964
（11）グロービス『ＭＢＡ経営戦略』pp.43－ 46ダイヤモ
ンド社 1999
（12）織畑基一『情報世紀への企業革新』pp.46－ 52日本
経済新聞社 1990
著者プロフィール
三浦 吉孝　（みうらよしたか）
1960年生まれ。北海道出身。
北海道大学工学部精密工学科卒。
多摩大学大学院経営情報学研究科博士課程修了。
日産自動車（株）パワートレイン技術開発試作部。
日本経営システム学会、経営情報学会、日本機械学
会会員。
